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半導体の重要性

• 半導体は、５G・ビッグデータ・AI・IoT・自動運転・ロボティクス・スマートシティ・DX等のデジタル社会を支
える重要基盤であり、安全保障にも直結する死活的に重要な戦略技術。
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• 技術を研究開発に留めず、社会実装していくためには、その前提となる産業基盤が必要。量子や光電融合の
社会実装には次世代半導体の産業基盤が必要であり、更に、次世代半導体の社会実装にはIoT用半導体の
産業基盤が必要。

• Step1の取組として、JASMが熊本にIoT用半導体の製造拠点を整備予定であり、産業基盤の確立が進んで
いる。Step2として次世代半導体の産業基盤の確立に取り組み、将来技術の社会実装に繋げていく。

我が国半導体産業復活の基本戦略

Step 1：IoT用半導体生産基盤
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

2020年

2025年

市場規模全体：約50兆円 市場規模全体：約75兆円 市場規模全体：約100兆円

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

引用：OMDIAのデータを基に経済産業省作成

2030年

Step 2：日米連携強化
⇒日米連携プロジェクトで次世代半導体

技術の習得・国内での確立

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

Step 3：グローバル連携
⇒グローバルな連携強化による量子や
光電融合技術など将来技術の実現
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１．足下のサプライチェーン強化
（足下の半導体不足等への対応）

２．将来のサプライチェーン強化
（次世代計算基盤の確保に向けて）

３．国際的な動き

４．これらを担う人材育成
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レガシー半導体、製造装置、素材の需要動向

• 世界の半導体需要については、足元で不足しているマイコンやアナログ半導体、パワー半
導体についても中長期的に右肩上がりで増加傾向。

• この傾向は、半導体製造装置の販売高・半導体素材の消費動向にも表れている。日本
製の半導体製造装置の販売高は増加傾向にあり、前年度比成長率もプラスで推移して
いく見通し。また、素材の代表としてのシリコンウエハ消費面積需要も、汎用品向けの堅
調な伸びに加え、先端品向けの需要増加等の影響でプラス成長していく見通し。

レガシー半導体の出荷動向

(兆円)

日本製半導体製造装置の
販売高動向（国内外問わず）

予測値

※SEAJのデータを基に経産省作成

シリコンウエハ消費面積需要

予測値

※omdiaのデータを基に経産省作成

(百億米ドル)

予測値
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日本における半導体不足の要因分析結果

半導体需要の増加に対して、供給キャパシティの強化が追いついていない

⚫ 2019年比で、2021年の世界半導体需要は20％増加。他方、供給能力については8％の増加に留まる。※参考１

⚫ 半導体不足が顕在化した2020年4Q以降、ファウンドリの稼働率は約95％を継続しており生産能力の限界。

（参考：ファウンドリの稼働率は90％を超えると需給逼迫状態と言われる）※参考２

【対応に向けた見解】

⚫ ファウンドリを中心に生産能力の増強が必須。

⚫ 市場原理の中では投資インセンティブの低いレガシー半導体についても投資促進策が必要

国内半導体生産能力の強化策（Ｒ３補正）
「サプライチェーン上不可欠性の高い半導体の生産設備の脱炭素化・刷新事業費補助金」の実施

⚫ 採択結果： 応募総数36件中、要件を満たした30件、約465億円を採択（予算470億円）

国内に存在するレガシー半導体用81工場中、27工場（約33%）

⚫ 効果：レガシー半導体の国内生産能力をコロナ前（2019年）比で15％以上向上させる見込み。

5

レガシー半導体（パワー半導体、マイコン、アナログ半導体）の供給不足

単純な計算・情報処理
【用途】

マイコンパワー アナログ
電流・電圧を制御し、機器を動かす

【用途】

物理現象を、デジタル情報に置き換える
【用途】

特にレガシー半導体について、半導体製造工場はもとより、工場に部素材・装置を提供する
周辺サプライヤも含めた中長期的な支援による、更なる製造基盤の強化が必要



レガシー半導体および製造装置・素材の生産能力の増強

• 令和３年度補正予算事業を通じて、レガシー半導体の生産能力を増強。
他方、ウクライナ情勢の悪化をはじめ、半導体サプライチェーンが不安定化する中、半導体の生産
能力に加え、製造装置や素材についても生産基盤の強化を通じた確保が必要。

• 同盟国・有志国間でのサプライチェーン強靱化を図る上でも、レガシー半導体や製造装置・素材の
増強については、他国から我が国に対し、強い期待が寄せられている。

• 我が国の半導体サプライチェーン維持のために真に必要不可欠な物資を特定し、法的措置等も含
めた、持続的な支援の検討が必要ではないか。

～経済安保推進法におけるサプライチェーン強靱化～

⚫ 内閣総理大臣が策定する特定重要物資に係る基本指針に則り、政令で特定重要物資を指定。

⚫ 物資所管大臣が各物資の取組方針を作成、それに基づく事業者の計画を認定。事業者に対して、基金等を
通じて、設備投資や備蓄、生産設備の保有等、幅広い支援を講ずる予定。

物資所管大臣が指定する法人
・NEDO/JOGMEC/医薬基盤研
・一般社団法人、一般財団法人等
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先端半導体の製造基盤整備

• 先端ロジックおよび最先端メモリ半導体の製造基盤整備を実現すべく、５G促進法およびNEDO
法を改正し、令和４年３月１日に施行した。また、同法に基づく、支援のため、令和３年度補正
予算で6,170億円を計上。

• 今後、半導体メーカーからの申請を受けて、先端半導体の生産施設の整備および生産を行う計画
を認定。認定事業者に対して、助成金等をNEDOから交付し、支援を実施。

• 認定基準 【５G促進法第６条・第11条・第12条関係】
①指針への適合性、事業実施の確実性
②一定期間以上継続的な生産、
③国内での安定的な生産に資する取組を行うもの需給ひっ迫時の増産、生産能力強化のための投資及び研究開発等）
④技術上の情報管理のための体制整備

認定計画に従って行われる特定半導体生産施設整備等への助成金のための基金を設置 

◼半導体の安定的な生産に資する計画を認定
（需給ひっ迫時の増産等）

◼認定事業者への支援措置

経済産業大臣
特定半導体生産施設整備等

事業者
（先端ロジック等の半導体の製造事業者等）

◼特定半導体生産施設整備等計画の作成

①計画の申請

②計画の認定

違反の場合、認定取消

（認定取消の場合、返還を求める）

必要な資金の交付

金融機関

◼ 特定半導体基金 ◼ 利子補給金の支給

④利子補給金の支給

③助成金交付（複数年度かけて交付）

低利子貸付

⚫ 令和３年12月20日 法案成立
⚫ 令和４年 ３月 1日 施行

先端半導体の製造基盤整備支援の概要
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１．足下のサプライチェーン強化
（足下の半導体不足等への対応）

２．将来のサプライチェーン強化
（次世代計算基盤の確保に向けて）

３．国際的な動き

４．これらを担う人材育成
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【計算資源マネージャー】
(様々なコンピュータを組み合わせ、計算基盤全体として最適に制御)

次世代計算基盤の俯瞰図

超高速大容量光ネットワークや 5G/ポスト5G/Beyond 5G

安全保障：
迎撃ミサイルの

軌道計算の高速化

自然災害：
超精密な
気象予測

材料開発：
電池・触媒等の
開発期間の短縮

・・・

モビリティ：
完全自動運転

ものづくり：
スマートファクトリ

物流：
ドローン配送

ローパワー半導体

スーパーコンピュータ AIコンピュータ 高性能コンピュータ

・・・ ・・・

ハイスピード半導体

【量子:組み合わせ最適化問題など】

・・・

バイオ：
分子動力学シミュレーション

に対する強力な計算
能力の提供等

ゲート型
量子コンピュータ

アニーリング型
量子コンピュータ

車載コンピュータ

・・・

【IoTデバイス等】

超高性能CPU
センサー×AI半導体

AI半導体

⚫ ポスト５G、ビヨンド５G時代では、量子コンピュータやスパコン、IoTデバイス等を各種ネットワークでつなぎ、大規模なシミュレー
ションや個別の端末等における情報処理を最適化する。

⚫ これらの実現のためには、基盤となる最先端半導体およびシステムとしての量子やスパコン、IoTデバイス、そしてそれらを統合管
理するソフトウェアが必要であり、これらを統合的に開発し、社会実装していかねばならない。

⚫ こうした社会基盤整備は幅広い産業や国家サービスの生産性を向上させるものであり、経済成長に不可欠な要素。

スマホ・タブレット

AIアクセラレータ

金融：
リスク分析や資源投
下の最適化など

・・・・・・

①半導体
製造技術
の発展

②次世代
計算環境
の整備

③ソフト
ウェア技術
の進展

具体的な
アクション

【古典:汎用、AI、科学技術など】
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Beyond 2nmの次世代半導体の確保

45nm 28nm 22nm 16/12nm 7nm 5nm 3nm 2nm
GAA導入（予定）

ルネサス
ＪＡＳＭの誘致によりキャッチアップ

（ＴＳＭＣ熊本）

Beyond
Fin-FET導入

国
内

海
外

Planar-FET Fin-FET Gate-All-Around

同じゲート幅をより小さい面積で実現＝高集積

Gate

Channel

Gate

Channel

次世代半導体の確保にどのように取り組むか

⚫ 半導体トップメーカーを有する米国、韓国、台湾に加えて、欧州もドイツにIntelの工場を誘致
するなど、世界中で次世代半導体の開発が加速。

⚫ 最先端半導体はFin型からGAA型に構造が大きく変わり、量産に向けて高度な生産技術が必
要となる転換期。

⚫ 10年前にFin型の量産に至らなかった日本が改めて次世代半導体に参入するラストチャンス。

⚫ その実現には、TSMC誘致、拠点拡大によるキャッチアップを進めるとともに、10年の遅れを取り戻
すこれまでとは異次元の取組が必要。

Gate

Channel

世界からは10年遅れ
先端ロジック分野では後進国

課題
✓ 次世代半導体を活用したユースケース開発
✓ 次世代半導体開発・製造知見の確立
✓ 半導体関連産業を支える人材の教育
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先端パッケージ開発の先導・加速

• 半導体の高性能化に向けて、微細化とともに１つの基板上にロジック半導体とメモリなど
を実装するチップレット技術に注目が集まっている。

• 2022年3月にはIntel, TSMC等がメンバーとなるチップレット標準化団体「UCIe」が設
立するなど、取組が加速しているが、実現には2.5D/3D実装技術等の進展が不可欠。

• 我が国には世界有数の基板、材料、装置メーカが存在しており、JOINT等のコンソーシ
アムも活用して強化を進める。

• 加えて、海外ファウンダリ・OSATとも連携して、先端材料・装置及び先端製造技術開発
を日本の地で進める。

■先端パッケージの技術要素■Intelらが主導するチップレット新規格「UCIe」

誘致／連携

TSMCジャパン
3DIC研究開発センター

基板

引用：UCIeホームページ

材料
（放熱材、モールド材など）

製造技術
（再配線、接合など）

2.5D/3DIC

連携

11
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将来メモリの基本戦略

• 次世代計算基盤では、 “大容量”、“高速”、“省電力”の性能を“低コスト”で実現す
るメモリが必要。

• このため、メモリセルの高密度化・高積層化により大容量化・低コスト化を実現。

• ロジック回路の微細化とメモリセルとロジック回路の貼り合わせ等による3次元実装によ
り高速化と省電力化を実現。

• 更に、次世代のコンピューティングアーキテクチャである“メモリセントリックアーキテクチャ”で
は、DRAMとNANDの両方のメリットを兼ね備えた新メモリが必要。

• その実現に向けて、新材料技術等により高速・大容量・不揮発性メモリを開発。
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化合物半導体の研究開発

• パワー半導体は自動車・産業機器、電力・鉄道、家電など、生活に関わる様々な電気機器の制
御に使用されており、カーボンニュートラルに向けた電化社会にとって、こうした電気機器の省電力
化は極めて重要。

• 電気機器の多くは従来のSi（シリコン）が使用されているが、次世代パワー半導体（SiC（シリ
コンカーバイド）、GaN（窒化ガリウム）、Ga2O3（酸化ガリウム）等） はSiよりも省エネ性
能に優れており、今後市場規模が拡大することが予想されている。

• グリーンイノベーション基金を活用して、次世代パワー半導体製造技術開発及び次世代パワー半
導体ウェハ技術開発を実施。

■パワー半導体の市場（世界） ■グリーンイノベーション基金事業の実施テーマ

次世代パワー半導体ウェハ 13



１．足下のサプライチェーン強化
（足下の半導体不足等への対応）

２．将来のサプライチェーン強化
（次世代計算基盤の確保に向けて）

３．国際的な動き

４．これらを担う人材育成
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国・地域 産業支援策等

• 上院・下院間の長期間の調整を経て、「The CHIPS and Science Act of 
2022」が成立。(2022.8)

• CHIPS法では、半導体関連（半導体及び関連材料・装置）のための設備投
資等への補助基金（５年で390億ドル(約5.6兆円)）やR＆D基金（５年
で110億ドル(約1.6兆円)）、半導体製造・装置の設備投資に対する25%
の減税等が措置される。具体的な執行戦略も公表。（2022.9）

• 「国家集積回路産業投資基金」を設置(’14, ’19年)、半導体関連技術へ、計
５兆円を超える大規模投資。

• これに加えて、地方政府で計5兆円を超える半導体産業向けの基金が存在
（合計10兆円超）

• 2030年に向けたデジタル戦略を発表。デジタル移行(ロジック半導体、HPC・
量子コンピュータ、量子通信インフラ等)に1447億€(約18.8兆円)投資等

• EUは、半導体の域内生産拡大や研究開発強化を図る「欧州半導体法案」を
発表。2030年までに官民で計5兆6000億円の投資計画。(2022.2)

• 台湾への投資回帰を促す補助金等の優遇策を始動。ハイテク分野を中心に累
計で2.7兆円の投資申請を受理。（2019.1）

• オングストローム世代半導体計画に5年間で63億台湾元（約236億円）
の補助金を支給。(2021.2)

• 「半導体超強大国達成戦略」を発表。半導体産業団地の拡大に向け、2026
年までに、340兆ウォン（35兆3600億円）の投資等を計画。（2022.7）

• 半導体開発分野に、2兆2000億ウォン（2200億円）を投じ、システム半
導体の市場シェアの引き上げを図る予定。（2022.7）

台湾

韓国

欧州

米国

中国

2022年8月9日、ジョー・バイデン米
大統領が、「CHIPS and Science
Act of 2022」（CHIPS法）に署
名し、同法が成立。

（出典）Bloomberg

各国の半導体に関する政策

⚫ 各国が、経済安全保障の観点から重要な生産基盤を囲い込むため、異次元の半導体支
援策を実施。



米国の半導体支援法（The CHIPS and Science Act of 2022）の概要

• 米国において、上院・下院間の長期間の調整を経て、半導体製造・研究開発等の支援を可能とする

「The CHIPS and Science Act of 2022」が2022年7月に上院・下院を通過し、2022年8月9

日に、バイデン大統領が署名し成立。

➢ 半導体関連のための設備投資等の支援が可能な基金を含め、５年間で計527億ドルの
資金提供。また、半導体製造・装置の投資課税について、4年間の25％の税額控除が

可能に。

１）【助成】助成期間中における助成対象者による懸念企業（中露等国営企業等，米国制裁指定企業等）への安全保障上脅
威となる共同研究・技術ライセンスの禁止。
２）【助成及び税額控除】助成・税額控除適用対象者に対し、中国等の国家安全保障上懸念を有する特定国における28nm未満
の先端半導体（レガシー半導体は除く）製造施設の新規建設及び製造能力の拡大を禁止。(財政支援開始後10年間適用)

ガ
ー
ド
レ
ー
ル

条
項

（出所）米国上院HP

支援策 担当機関 金額（5年間） 支援内容

半
導
体

予
算
（
全
5
２
７
億
＄
）

①半導体関連投資等
補助基金

商務省

390億＄
【1年目:190億(※1),2～5年目:50億】

(※1)一年目の内、①最大60億の融資・債務保証
が可、②20億はレガシー半導体専用

✓ 半導体及び関連材料・装置の製造・組立・検査・先端
パッケージ・R＆Dに関して、米国内の施設及び設備の新
増設・刷新を財政的に支援（融資・債務保証含む）

②R＆D基金 商務省
110億＄

【50億(※2),20億,13億,11億,16億】
(※2)内、20億はNSTC・25億は先端パッケージ

✓ NSTC、国家先端パッケージ製造プログラム、その他の研
究開発、人材開発プログラム

③防衛基金 国防省 20億＄
✓ マイクロエレクトロニクス・コモンズ（大学発のプロト
タイプ作成、技術の「研究室から工場へ」、人材育成）

④国際技術保障と
イノベーション基金

国務省
DFC等

5億＄
✓ 情報通信技術セキュリティや半導体サプライチェーンに
関する有志国政府との協力を支援

⑤人材育成基金 NSF 2億＄ ✓ 近い将来不足する国内の半導体人材育成の開始

税
制

⑥投資減税 財務省 -
✓ 半導体製造施設の建設・製造装置、半導体製造装置製造
に対する投資について、25％の税額控除

ORAN
(予算)

公共ワイヤレス通信
サプライチェーン基金

商務省 15億＄
✓ OpenRANやソフトウェアベースのワイヤレス通信技術促
進のための革新的技術へ支援(※)④基金でも通信分野へ支援



萩生田経済産業大臣は、GW中に訪米し、

⚫ IBMの最先端半導体研究施設＠オルバニーを視察し、日米企業・研究者による
次世代半導体の研究開発、今後の実用化に向けた日米協力について意見交換。

⚫ レモンド商務長官とは、日米協力を進める上で必要な「半導体協力基本原則」に合意。

日米半導体パートナーシップ

■ 以下の基本原則に沿って、二国間の半導体サプライチェーンの協力を行う

1. オープンな市場、透明性、自由貿易を基本とし、
2. 日米及び同志国・地域でサプライチェーン強靱性を強化するという目的を共有し、
3. 双方に認め合い、補完し合う形で行う

■ 特に、半導体製造能力の強化、労働力開発促進、透明性向上、半導体不足に対する
緊急時対応の協調及び研究開発協力の強化について、二国間で協力していく。

半導体協力基本原則（概要）
（2022年5月4日 萩生田大臣とレモンド米商務長官で合意）

17



１．足下のサプライチェーン強化
（足下の半導体不足等への対応）

２．将来のサプライチェーン強化
（次世代計算基盤の確保に向けて）

３．国際的な動き

４．これらを担う人材育成
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半導体人材の育成・確保に向けた取り組みの強化

• JASMの投資を契機に、我が国半導体産業基盤の強化のため、設備投資支援のみに留まらず、人材
育成・確保に向けた取り組みも推進。まずは、九州において、産官学一体の人材育成コンソーシアムを
組成。

• 続いて、東北ではキオクシア岩手や東北大を中心とし、中国ではマイクロンや広島大を中心として、各地
域で人材育成等の検討を行う半導体組織を設立。今後も、同様の取り組みを全国に展開し、全国大
で人材育成強化に取り組んでいく。

⚫ 設計やプロセスインテグレーションのエンジニア
⚫ 設備・装置保全のエンジニア
⚫ オペレーター

⇒ 今後、具体的な人材像やスキルセットを整理

人
材
ニ
ー
ズ

⚫ 九州・沖縄の９高専でエンジニア・プログラマ等を育成
・今年度から、モデルカリキュラムの策定に着手

⚫ 半導体研究教育センターの立上げ（熊本大学）
・企業ニーズと大学シーズを繋げるコーディネート研究人材
等を招聘し、半導体分野の教育・研究を統括。

⚫ 技術大学セミコン人材トレーニングセンターの整備
・実習棟を改修し、技術者の人材育成プログラムを実施。

対
応
の
方
向
性

九州における人材ニーズと対応の方向性

JASM：Japan Advanced Semiconductor Manufacturing
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政府・九州の地方自治体

支援

九州の大学・高専
人材ニーズの

伝達

ニーズを踏まえた
人材供給

企業

（JASM）

他

当面の進め方

⚫ 九州、東北、中国における人材育成の取組を開始。
⚫ 今後も、横展開し、また全国大のネットワークを立ちあげて、

半導体人材育成の基盤を構築。
⚫ また、蓄電池等の他分野やデジタル人材においても、地域のニー

ズに合った人材育成を行う。

九州における産官学連携の例



産官学一体となった半導体の人材育成ロードマップ（イメージ）

2022年 官 学 産

８月以前

９月

１０月

１１月

１２月
以降

※１：研究プロジェクト等に、教育的配慮の下に、大学院学生等を研究補助者として参画させ、研究遂行能力の育成、研
究体制の充実を図るとともに、これに対する手当の支給により、大学院学生の処遇の改善の一助とすることを目的とした制度

※２：九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会
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九州半導体
コンソ設立

（3月29日）

中国半導体
組織設立

（10月5日）

九州コンソ
台湾視察

（2月8日～）

東北半導体
組織設立

（6月10日）

中部人材育成
の取組検討中

産学官連携

各地域のコンソや
学とも連携しながら、
必要な人材像の整
理や、出前授業な
どの教育の場を提
供し、半導体人材
育成の基盤を構築。

JEITAを中心とした産
業界と検討を重ね、必
要な人材像を整理。そ
れに基づき学習内容・
到達目標を整理し、
2023年度から運用
可能なモデルカリキュラ
ムの策定を目指す。

⚫ リサーチ・アシスタント
制度（※１）を活
用した学生の参加を
原則とする企業との
インターンシップ型共
同研究を多数検討

⚫ 国内外の研究機
関・企業との連携に
取り組む体制構築

⚫ 社会ニーズに対応し
た半導体教育カリ
キュラム構築
を目的とし、推進。

熊本大学にて、
半導体研究教育セ
ンターを設立
（4月1日）

⚫ 4月より、高専の
一部カリキュラムを
新設・変更。

⚫ 高専のモデルカリ
キュラムを策定す
るため半導体関
係カリキュラムの
検討を開始。

⚫ 5月中旬に佐世
保高専にて
SIIQ(※２)によ
る出前授業を実
施。

JEITAが中心
となり、全国大
のオープンな産
業ネットワーク
の設立

関東半導体
組織設立

（年内予定）

九州の取組を
全国へ横展開

東北大学、広島大
学など次世代X-
nics半導体創生拠
点形成事業採択

（4月）

CEATECにて、
半導体シンポジ
ウム(オンライン)
等開催
(10月1日～)

⚫ 2035～2040年
頃の社会で求めら
れる半導体の創生
を目指したアカデミ
アの中核的な拠点
を形成。

⚫ 研究開発と将来の
半導体産業を牽
引する人材の育成
を推進。

産学官連携



⚫ 5月19日、九州半導体人材育成等コンソーシアム第１回会合を開催。産学官の45機関が参加。
九州が目指す2030年の姿と、人材像の可視化・グローバル人材育成等について議論。

⚫ 佐世保高専・熊本高専では、産業界と「出前授業」※1や工場見学を調整し、それらを盛り込んだカリ
キュラムを公表済 → 5月17日にSIIQ※2による最初の出前授業を実施（佐世保高専）。

九州における半導体人材育成の取組

※2 SIIQ：九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会

佐世保高専の取組：ボリュームゾーン人材向けの科目新設 熊本高専の取組：トップ人材向けカリキュラムの策定

＜企業による出前授業等＞

⚫ 出前授業：SCREEN、ディスコ、ソニー、
堀場製作所、JEITA

⚫ 工場見学：ソニー熊本テクノロジーセンター

（出典）5月17日 高専機構 記者会見資料

※1 出前授業：企業の専門人材が大学・高専に出向き行う授業

＜その他の主なカリキュラムの内容＞

⚫ 前期～後期：半導体関連講座

⚫ ６月：半導体検定試験実施

⚫ 夏休み：半導体検定試験に向け集中講座

⚫ １１月：半導体検定試験実施

※カリキュラムの中で、出前授業、工場見学を実施
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＜新設科目の内容＞ ※初回の出前授業を5/17に実施済



⚫ 半導体人材育成の強化に向け、九州に続き、7月4日に東北で研究会のキックオフ会合を実施。

⚫ 産からはキオクシア岩手や東京エレクトロン岩手、学からは東北大・高専機構・東北の各高専、官からは
東北各県など、49の企業・団体等が参加。東北、ひいては日本の半導体産業の復活への思いを共有。

⚫ キオクシア岩手、試作コインランドリーで実習の場を提供する東北大を中心とし、年度内に3回程度会
合を実施し、結果を取りまとめ予定。検討の推進のため、①人材育成WG、②サプライチェーン強化WG、
③半導体等関連技術WG という3つのWGを設置。

東北における半導体人材育成の取組

キックオフ会合概要

＜日時＞
2022年7月4日 15:00～17:30

＜会場＞
TKPガーデンシティ仙台（＆オンライン）

＜参加者＞
産（31）

キオクシア岩手、アルプスアルパイン、ジャパンセミコンダクター岩
手、ソニーセミコン山形・白石、デンソー岩手、東京エレクトロ
ン岩手、信越半導体、JEITA 他

学（12）
東北大、岩手大、山形大、高専機構、一関高専、八戸高
専、仙台高専、秋田工業高専、鶴岡工業高専、福島工業
高専 他

官（6）
青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

主要な発言

次世代の人材育成は、大学だけではできず、産業界や高専と協力して、
魅力・楽しさを次の世代の若者に伝えていく必要がある。みんなの力をあ
わせて線を面にしたい。（大学教授）

東北においても産学官連携による業界横断的な取り組みがスタートするこ
とには意義があり、重要。本研究会が精力的に推進できるよう、当社とし
ても積極的に関わっていく。（半導体メーカー）

企業の若手の社員が実際の学生の指導を行うことで社員の教育につ
ながったという声も。逆に、教員側も会社に乗り込ませていただき、社員
と一緒に取り組むことにより、教員も現場を知ることも重要。（高専教
授）

<人材育成に関する現場の声>

いわて半導体アカデミーというものを立ち上げ、北上に集積している半導
体企業に向けての人材育成・リカレント教育を実施してきた。具体的には、
大学生への教育実施、社会人へのリカレント教育、工業高校への出前講
義などを実施し、座学と共に東北大のコインランドリーで実習をしてきた。
（大学教授）

22


